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≪防衛省≫ 

 

表 18－１ 防衛省の政策評価に関する計画の策定状況 

基本計画の
名称 

防衛省における政策評価に関する基本計画 (平成 18 年３月 30 日策定） 
平成18年７月24日改正 平成18年12月26日改正 平成19年８月30日改正 

基本計画の
主な規定内
容 

１ 計画期間 ○ 平成 18 年度から 22 年度までの５年間 

２ 事前評価の対
象等 

○ 事前評価は、事業評価を基本として実施する。 
○ 翌年度から新規に実施しようとする事業について、事業の必

要性、事業の実施により期待される効果等を評価する。 
○ 事前の事業評価については、新規主要装備品等の整備（総事

業費 10 億円以上のもの）、新規研究開発（技術開発、重要技術
研究及び総事業費 10 億円以上の技術研究）、その他の新規事業
（総事業費 10 億円以上のもの）を特段の事情がない限り対象と
する。 

○ 研究開発の事前評価は、国の研究開発に関する大綱的指針及
び防衛省研究開発評価指針を踏まえて行う。 

３ 事後評価の対
象等 

○ 事後評価は、中間段階の事業評価、事後の事業評価、実績評
価及び総合評価として実施する。 

○ 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策は、
次のとおり（平成19年８月30日改正）。 
１ 防衛政策・自衛隊運用についての企画、立案及び実施 
２ 防衛装備品等の整備及び維持 
３ 自衛隊の人的資源の効果的な活用 
４ 防衛装備品の研究・開発の推進 
５ 防衛施設の安定的な運用の確保 
６ 在日米軍の円滑な駐留のための施策の推進 
７ 効果的かつ効率的な防衛省自衛隊の運営の推進 

４ 政策評価の結
果の政策への反
映 

○ 政策評価の結果は、予算要求（組織及び定員要求を含む。）、
法令等による制度の新設・改廃、各種中長期計画の策定等の企
画立案作業に資するため、大臣官房企画評価課（以下「企画評
価課」という。）から防衛省内部部局の各課に適時に通知する。

○ 政策所管課は、政策評価の結果を当該政策に反映させるとと
もに、反映状況を適切に把握する観点から、企画評価課に政策
評価の結果を政策へ反映させた都度通知するものとする。その
際、企画評価課は、政策への反映が不十分であると判断した場
合は、適切な反映を図る旨当該政策所管課に通知する。 

５ 国民の意見・要
望を受けるため
の窓口の整備 

○ 企画評価課は、政策評価書、評価結果の政策への反映状況等
の公表に当たり、国民が容易にその内容を把握できるよう、防
衛省ホームページへの掲載、広報窓口への備え付け等を行う。

○ 部外からの意見・要望等は、企画評価課又は防衛省ホームペ
ージ上で受け付け、必要な措置を講ずる。 

実施計画の
名称 

平成22年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画（平成22年７月15日策定） 
平成23年３月31日改正 

実施計画の
主な規定内
容 

１ 基本計画に掲げた政策のうち、実施計画の計画
期間内に対象としようとする政策（法第７条第２
項第１号に区分されるもの）及び評価の方式 

○ 中間段階の事業評価：８項

目 

○ 事後の事業評価：17項目 

○ 実績評価：２項目 

○ 総合評価：３項目 

２ 未着手・未了（法第７条第２項第２号イ及びロ
に該当するもの） 

該当する政策なし 

３ その他の政策（法第７条第２項第３号に区分さ
れるもの） 

○ 租税特別措置等に係る政策
の事後評価：１項目 
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表 18－２ 防衛省における政策評価の実施状況等の概要（総括表） 

政策評価の対象
としようとした
政策の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への 
反映状況の内訳別件数 

事前評価 事業評価方式（新規事
業）：15件 
    〔表18－３－ア〕

事業を実施するこ
とが妥当 

15 評価結果を踏まえ、評価対象事
業（施策）を実施することとし
た（実施することを予定） 

15

複数の代替案の
中から適切な事
業を選択したも
の 

11

概算要求に反映 15

機構・定員要求に反映 １

機構要求に反映 ０

定員要求に反映 １

事業評価方式（新規研究
開発）：６件 
     〔表18－３－イ〕

事業を実施するこ
とが妥当 

６ 評価結果を踏まえ、評価対象事
業（施策）を実施することとし
た（実施することを予定） 

６

概算要求に反映 ６

機構・定員要求に反映 ３

機構要求に反映 ０

定員要求に反映 ３

事業評価方式（租税特別
措置等）：１件 

  〔表18－３－ウ〕

事業を実施するこ
とが妥当 

１ 評価結果を踏まえ、税制改正要
望を行うこととした 

１

 
事 

後 

評 

価 

実施計画
期間内の
評価対象
政策 
（法第７条第

２項第１号） 

実績評価方式：２件 
〔表18－３－エ〕

 

今後も引き続き実
施することが妥当 

２
 

評価結果を踏まえ、これまでの
取組を引き続き進めた（進める
予定）    

【引き続き推進】

２

概算要求に反映 ２

事業評価方式（中間段
階）：８件 

〔表18－３－オ〕

今後も引き続き実
施することが妥当 

８ 評価結果を踏まえ、これまでの
取組を引き続き進めた（進める
予定）    

【引き続き推進】

８

概算要求に反映 ３

事業評価方式（事後）：
17件 〔表18－３－カ〕 

実施した事業は妥
当 

９ 評価結果を踏まえ、今後も同種
の施策に反映させるもの 

９

研究開発課題は達
成された 

８ 評価結果を踏まえ、今後の研究
開発又は装備化に反映させる
もの 

８

総合評価方式：３件 
〔表18－３－キ〕

今後も引き続き実
施することが妥当 

３ 評価結果を踏まえ、これまでの
取組を引き続き進めた(進める
予定) 

【引き続き推進】

３

未着手 

（法第７条第
２項第２号
イ） 

該当する政策なし ― 
 

―
 

― ―

未了 

（法第７条第
２項第２号
ロ） 

該当する政策なし ― 
 

―
 

― ―

その他の 
政策 
（法第７条第
２項第３号） 

事業評価方式（租税特
別措置等）：１件  

〔表18－３－ク〕

今後も引き続き実
施することが妥当 

 

１
 

評価結果を踏まえ、これまでの
取組を引き続き進めた（進める
予定） 

【引き続き推進】

１
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表 18－３ 防衛省における評価対象政策の一覧 

 

１ 事前評価 

 

（１）平成 23 年度予算概算要求に当たり、事業評価方式を用いて、以下の 15 項目を対象として

評価を実施し、その結果を平成 22 年８月 27 日に「平成 22 年度政策評価書（事前の事業評価）」

として公表。 

 

表 18－３－ア 事業評価方式により事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔１－１－(2) 安全保障対話・防衛交流〕 

１ キャパシティ・ビルディング支援（新たな支援の実施及びキャパシティ・ビルディング支援室
の新設） 

〔１－２－(1) 防衛装備品整備〕 
２ 火力戦闘指揮統制システム 

３ 次期輸送機（Ｃ－２（仮称）） 

４ 次期救難救助機（ＵＨ－Ｘ） 

〔１－２－(2) 施設整備〕 
５ 札幌病院建替整備事業 

６ 近文台燃料貯蔵施設整備事業 

７ 早来燃料貯蔵施設整備事業 

８ 多賀城庁舎建替整備事業 

９ 高田倉庫建替整備事業 

10 高知射撃場整備事業 

11 前川原講堂建替整備事業 

12 下総管制塔建替整備事業 

13 大村海面埋立整備事業 

〔５－６－(2) 在日米軍施設整備等〕 

14 岩国飛行場における管理棟（施設）（改築）整備事業 

15 横田飛行場における工場（機器）（改築）整備事業 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ 
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(1)参照。 

    ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（２）平成 23 年度予算概算要求に当たり、事業評価方式を用いて、以下の６項目を対象として評

価を実施し、その結果を平成 22 年８月 27 日に「平成 22 年度政策評価書（事前の事業評価）」

として公表。 

 

表 18－３－イ 研究開発を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔３－４－(1) 研究・開発〕 
１ ０４式空対空誘導弾（改） 

２ 新多用途ヘリコプター 

３ 次世代護衛艦（１）統合空中線システム 

４ 将来のレーダ方式に関する研究 

５ ＲＣＳ評価方式の研究（１）屋外計測評価技術の研究 

６ 次世代護衛艦（３）ソーナーシステム 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(2)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 
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（３）租税特別措置等に係る１政策を対象として事前評価を実施し、その結果を平成22年８月27

日に「租税特別措置等に係る政策の事前評価書」として公表。 

 

表 18－３－ウ 租税特別措置等を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 特定の事業用資産の買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(3)参照。 

 

 

２ 事後評価 

 

（１）所掌する全ての政策について、別表のとおり体系化した上で、そのうち一部について、特

定年度に評価を実施。 

実績評価方式を用いて、「平成 22 年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」等

に基づき、以下の２項目について評価を実施し、その結果を平成 22 年８月 27 日に「平成 22

年度政策評価書（実績評価）」として公表。 

 

表 18－３－エ 実績評価方式により事後評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況

〔１－１－(7) 調達・補給・管理〕 

１ 施設整備におけるコスト縮減の推進 引き続き推進 

〔１－２－(3) 装備品等維持〕 

２ 補給システムの基盤部分の整備（成果重視事業） 引き続き推進 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(4)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（２）事業評価方式を用いて、「平成 22 年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の８項目について評価を実施し、その結果を平成 22 年８月 27 日及び 23 年３月

31 日に「平成 22 年度政策評価書（中間段階の事業評価）」として公表。 

   なお、平成 22 年度から、従来総合評価により政策評価を行ってきた事業のうち、事業の継

続、変更等の検討や今後の施策の企画立案に資するため、効果の検証を行うことが望ましい

事業を対象として評価を実施している。 

 

表 18－３－オ 事業評価方式により事後評価した政策（中間段階） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況

〔１－１－(1) 防衛政策〕 

１ 防衛力に関する検討プロセス 引き続き推進 

〔１－１－(4) 情報収集・情報保全〕 

２ 各国防衛駐在官の配置について 引き続き推進 

〔１－２－(1) 防衛装備品整備〕 

３ 軽装甲機動車 引き続き推進 

〔２－３－(1) 教育・訓練〕 

４ 看護師養成課程の４年制化 引き続き推進 

〔４－５－(2) 補償等〕 
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５ 駐留軍の使用に供する用地の購入 引き続き推進 

〔６－７－(6) 広報〕 

６ より効果的な広報誌の在り方について 引き続き推進 

〔６－７－(9) 給与制度〕 

７ 近年の諸手当の改善及び見直しの状況 引き続き推進 

〔６－７－(11) 会計制度〕 

８ 支出負担行為認証官制度 引き続き推進 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(5)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（３）事業評価方式を用いて、「平成 22 年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の 17 項目について評価を実施し、その結果を平成 23 年３月 31 日に「平成 22

年度政策評価書（事後の事業評価）」として公表。 

 

表 18－３－カ 事業評価方式により事後評価した政策（事後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

〔１－２－(2) 施設整備〕 
１ 仙台庁舎整備事業 

２ 豊川庁舎建替整備事業 

３ 那覇庁舎整備事業 

４ 小牧空中給油・輸送機関連施設整備事業 

５ 浜松補給倉庫建替整備事業 

〔３－４－(1) 研究・開発〕 

６ 短ＳＡＭ（改Ⅱ）／基地防空用地対空誘導弾 

７ 火力戦闘指揮統制システム 

８ 艦艇残存性向上の研究 

９ パッシブ型電波誘導方式に関する研究 

10 近接戦闘車用機関砲システムの研究 

11 魚雷用誘導制御装置の研究 

12 次世代潜水艦システムの研究 

13 次世代潜水艦用ソーナーの研究 

〔４－５－(1) 基地周辺対策〕 
14 横田飛行場周辺公立福生病院防音補助事業（一般防音） 

〔５－６－(2) 在日米軍施設整備等〕 

15 佐世保海軍施設における岸壁整備事業 

16 嘉手納飛行場における管理棟（車両）整備事業 

17 岩国飛行場における倉庫（一般）整備事業  

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(6)参照。 

２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

 

（４）総合評価方式を用いて、「平成 22 年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に

基づき、以下の３項目について評価を実施し、その結果を平成 23 年３月 31 日に「平成 22 年

度政策評価書（総合評価）」として公表。 

   なお、平成 22 年度から、対象を主要な施策テーマ又は事務事業の分野横断的なテーマに限

定し、各種情報及びデータに基づく政策効果を把握し、様々な角度から深く掘り下げた調査・

分析を行い、総合的な評価を実施している。 

 

表 18－３－キ 総合評価方式により事後評価した政策 
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（５）「平成22年度の防衛省における事後評価の実施に関する計画」に基づき、租税特別措置等に

係る１政策を対象として事後評価を実施し、その結果を平成22年８月27日に「租税特別措置

等に係る政策の事後評価書」として公表。 

 

表 18－３－ク 租税特別措置等を対象として事後評価した政策 

 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況

〔１－１－(2) 安全保障対話・防衛交流〕 

１ キャパシティ・ビルディング支援 引き続き推進 

〔１－１－(7) 調達・補給・管理〕 

２ 装備品等の取得改革 引き続き推進 

〔２－３－(1) 教育・訓練〕 

３ 多国間共同訓練について 引き続き推進 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(7)参照。 

  ２ 評価対象政策名の上の〔 〕内の番号等は、関連する別表政策体系の番号等を表す。 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 
特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除 

引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/43624_2.html)の表18－４－(8)参照。 



（注） 政策ごとの予算との対応については、防衛省ホームページ（http://www.mod.go.jp/j/yosan/2010/taiou.pdf）参照

(12)監査・監察

３．自衛隊の人的資源の効
   果的な活用

１．防衛政策・自衛隊運用
  についての企画、立案及
  び実施

２．質の高い人材の確保・育成を
図り、教育訓練を充実する。

(4) 組織・定員

(5) 環境保全

(6) 広報

(7) 政策評価

(10)福利厚生

(11)会計制度

(8) 任用

(9) 給与制度

５．在日米軍の駐留を円滑かつ効
果的にするための施策を推進す
る。

６．在日米軍の円滑な駐留
   のための施策の推進

(1) 在日米軍従業員労務管理

(2) 在日米軍施設整備等

６．効率的・効果的かつ透明性の
高い防衛行政を推進するため、
高度の専門性に裏打ちされた組
織を維持・整備する。

７．効果的かつ効率的な防
   衛省自衛隊の運営の推進

(1) 事務官等採用

４．防衛施設と周辺地域との調和
を図り、防衛施設の安定的な運
用の確保を図るための施策を推
進する。

５．防衛施設の安定的な運
  用の確保

(1) 基地周辺対策

(2) 補償等

(2) 情報公開

(3) 個人情報保護

(2) 募集・就職援護

２．防衛装備品等の整備及
  び維持

(1) 防衛装備品整備

(2) 施設整備

(3) 装備品等維持

３．質の高い装備品の研究・開発
を推進する。

４．防衛装備品の研究・開
  発の推進

(1) 研究・開発

(3) 予備自衛官・即応予備自
  衛官

(4) 衛生

防
衛
省
の
任
務
で
あ
る
「

我
が
国
の
平
和
と
独
立
を
守
り
、

国
の
安
全
を
保
つ
こ
と
」

を
実
現
す
る
。

こ
の
た

め
、

(

1

)

我
が
国
に
直
接
脅
威
が
及
ぶ
こ
と
を
防
止
し
、

脅
威
が
及
ん
だ
場
合
に
は
こ
れ
を
排
除
ま
た
そ
の
被

害
を
最
小
化
す
る
こ
と
、

(

2

)

国
際
的
な
安
全
保
障
環
境
を
改
善
し
、

我
が
国
に
脅
威
が
及
ば
な
い
よ
う
に
す

る
こ
と
を
目
標
に
し
、

効
率
的
な
防
衛
力
整
備
等
の
我
が
国
自
身
の
努
力
と
、

同
盟
国
や
国
際
社
会
と
の
協
力
を

統
合
的
に
組
み
合
わ
せ
、

こ
れ
ら
目
標
の
達
成
を
図
る
。

１．
 (1) 「平成17年度以降にかかる

防衛計画の大綱について（平
成16年12月10日安全保障会議
決定・閣議決定）で定められ
た「防衛力の役割」並びに
「防衛力の基本的事項」に基
づき、多機能で弾力的な実効
性のある防衛力を整備し、運
用する。

 (2) 日米安保体制を基調とする
米国との緊密な関係を一層強
化するための各種施策を推進
する。

(1) 防衛政策

(2) 安全保障対話・防衛交流

(3) 軍備管理・軍縮・不拡散

(4) 情報収集・情報保全

(5) 運用

(6) 情報通信

(7) 調達・補給・管理

(1) 教育・訓練

政策体系(防衛省)

※ この政策体系は、平成22年度における評価に係るもの

政策 政策目標 施策（広義） 施策（狭義）
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